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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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【人件費】
　類似団体との比較では平均値とほぼ同数値である。法令等の改正により手当等が減額となり、人件費の総額は前年度比▲3,452千円と
なったが、決算額に占める割合は若干上昇した。給与水準が低い一方、人口一人当たりにおける職員数と人件費が高いという現状を踏
まえ、人件費以外の経常経費とのバランスをとりながら大幅な増加とならないよう留意する必要がある。

【物件費】
　前年度に比べ31,928千円、割合で3.9％増加となっている。これは補助事業の実施による雇用創出関連経費の増加と、ＩＣＴ関連経費の
増加が原因と考えられる。その他では前年度と同程度の数値が保たれており、将来負担の増加につながるような物件費の上昇に留意
し、抑制に努めていく必要がある。

【公債費】
　大型公共事業を控え新たな起債発行を抑制し、地方債の償還に努めてきた成果が現れている。今後も事務事業検証を実施、計画性・
有効性・必要性を十分に検討したうえで選択し執行していく。また、経済対策等による国の交付金を有効に活用する等、財源の確保に留
意し、地方債の抑制に努めていく。

【扶助費】・【公債費以外】・【補助費等】・【その他】
　過去５年間、類似団体の平均値とほぼ同じ数値を維持している。引き続き適正な数値を維持するよう努めていく。

【人件費及び人件費に準ずる費用の分析】・【公債費及び公債費に準ずる費用の分析】
　人口一人当たりの決算額は、人件費、公債費とも類似団体平均値を上回っている。人件費・公債費ともその抑制に努めているものの、
人口減少により一人当たりの数値が高くなっているものと思われる。引き続き現在の数値を維持し、極端に類似団体平均値を上回ること
がないよう留意する必要がある。

【普通建設事業費】
 H19年度に地上デジタル放送移行関連事業等を実施し、人口一人当たりの普通建設事業費決算額は平均値を大きく上回った。Ｈ20年度
は平均値と同程度の数値に戻ったが、国の景気対策による建設事業を実施したためＨ21年度は再び増加した。今後６年間は過疎地域自
立促進特別措置法の延長に伴う過疎対策関連事業が予定されており、数値は上昇するものと思われる。

【経常収支比率（合計）】
　Ｈ17年度までは類似団体と同程度の数値であったが、Ｈ18年度に前年度比▲20％低い数値となった。これはＨ18年度に策定した行政改
革プランに基づいた行財政改革によるところが大きい。Ｈ19年度以降も平均値以下に抑制されており、今後も健全な財政運営を行う上
で、経常収支比率の上昇に引き続き留意する必要がある。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 322,902 280,540 175,420 59.9
賃金（物件費） 15,858 13,778 13,854 ▲ 0.5
一部事務組合負担金（補助費等） 29,442 25,579 27,797 ▲ 8.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,293 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 8,199 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 22,309 19,382 4,740 308.9
▲退職金 ▲ 23,523 ▲ 20,437 ▲ 18,656 9.5
合計 366,988 318,843 213,646 49.2

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 33.88 19.44 14.44
ラスパイレス指数 87.0 93.5 ▲ 6.5

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

285,240 247,819 171,123 44.8

積立不足額を考慮して算定した額 - - - -
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 8,618 7,487 31,600 ▲ 76.3
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

3,297 2,864 8,851 ▲ 67.6

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

- - 5,615 -

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

- - 68 -

▲特定財源の額 ▲ 4,211 ▲ 3,659 ▲ 8,610 ▲ 57.5
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 189,498 ▲ 164,638 ▲ 137,849 19.4

合計 103,446 89,875 70,799 26.9

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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（千円）
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※参考　実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

338,647 281,268 ▲ 33.1 172,020 ▲ 30.3 ▲ 2.8

うち単独分 188,765 156,782 ▲ 43.2 77,280 ▲ 43.3 0.1

350,849 294,336 4.6 155,309 ▲ 9.7 14.3

うち単独分 159,090 133,465 ▲ 14.9 69,293 ▲ 10.3 ▲ 4.6

588,954 514,820 74.9 161,387 3.9 71.0

うち単独分 87,246 76,264 ▲ 42.9 66,794 ▲ 3.6 ▲ 39.3

198,532 171,889 ▲ 66.6 176,539 9.4 ▲ 76.0

うち単独分 131,213 113,604 49.0 75,430 12.9 36.1

421,354 366,076 113.0 262,834 48.9 64.1

うち単独分 236,981 205,891 81.2 147,509 95.6 ▲ 14.4

過去５年間平均 379,667 325,678 18.6 185,618 4.4 14.2

うち単独分 160,659 137,201 5.8 87,261 10.3 ▲ 4.5
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